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新旧対照表 

 
 



様式【雪害対策編】第１章第１節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第１章 災害予防計画 

第１節 雪害に強い地域づくり 

第３ 計画の内容 

１ 雪害に強い県づくり 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】(全部局) 

(ア) 大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こす恐れのある大雪（以下「集

中的な大雪」という。）時においても，道路ネットワーク全体としてその機能への

影響を最小限度とするため，地域の実情に応じて道路の拡幅や待避所等の整備を

行うよう努めるものとする。 

(カ) 道路管理者は、関係機関等と連携し、大雪時の道路交通を確保するための合同

実動訓練を実施する。 

イ【市町村が実施する計画】 

(ア) 大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こす恐れのある大雪（以下「集

中的な大雪」という。）時においても，道路ネットワーク全体としてその機能への

影響を最小限度とするため，地域の実情に応じて道路の拡幅や待避所等の整備を

行うよう努めるものとする。 

 

２ 道路交通の確保計画 

(2) 実施計画 

ア【県、市町村及び関係機関が実施する計画】 

(ウ)  集中的な大雪に対しては、国〔国土交通省〕、地方公共団体及び高速道路事業者

は道路ネットワーク全体として通行止め時間の最小化を図ることを目的に、車両

の滞留が発生する前に関係機関と調整の上、予防的な通行規制を行い、集中的な

除雪作業に努めるものとする。 

(エ) 集中的な大雪等に備えて，他の道路管理者をはじめ地方公共団体その他関係機

関と連携して，地域特性や降雪の予測精度を考慮し，地域や道路ネットワーク毎

にタイムラインを策定するよう努めるものとする。 

 

イ【県が実施する計画】 

(ク)  熟練したオペレータの高齢化や減少等、地域に必要な除雪体制確保の課題に対

応するため、契約方式の検討を行うなど担い手となる地域の建設業者の健全な存

続に努めるものとする。 

 

ウ【市町村が実施する計画】 

(ウ)  熟練したオペレータの高齢化や減少等、地域に必要な除雪体制確保の課題に対

  第１章 災害予防計画 

第１節 雪害に強い地域づくり 

第３ 計画の内容 

１ 雪害に強い県づくり 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】(全部局) 

-(新設)- 

 

 

 

-(新設)- 

 

イ【市町村が実施する計画】 

-(新設)- 

 

 

 

 

２ 道路交通の確保計画 

(2) 実施計画 

ア【県、市町村及び関係機関が実施する計画】 

-(新設)- 

 

 

 

-(新設)- 

 

 

 

イ【県が実施する計画】 

-(新設)- 

 

 

 

ウ【市町村が実施する計画】 

-(新設)- 

  

 

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

正(以下同じ) 



様式【雪害対策編】第１章第１節 

応するため、契約方式の検討を行うなど担い手となる地域の建設業者の健全な存

続に努めるものとする。 

 

６ ガス施設の安全確保 

(2) 実施計画 

【県が実施する計画】 

(ウ) 雪害発生時に液化石油ガス一般消費先に対する緊急点検活動を実施するための緊

急主導体制の構築を図るよう、(一社)長野県ＬＰガス協会に要請する。各支部内で

対応できる災害の場合のほか、他支部等からの応援を得て実施する大規模災害の場

合についても整備を要請する。 

特に、病院、指定避難所となる学校・公民館等及び大規模な容器置場を有する施

設等については、最優先で実施するよう要請する。 

排気筒折損、供給管破損等のほか、積雪に囲まれた空間へのガスの滞留と室内へ

の流入等に特に注意するよう要請する。(産業労働部) 

 

14 雪害に関する知識の普及・啓発 

(1) 基本方針 

雪害は、降雪・積雪の状況、気温等からある程度その発生を予測することができる

ため、個々の住民の適切な活動及び住民相互の支え合い活動により、被害を未然に防

いだり、軽減したりすることも可能である。 

このため、住民に対する雪害に関する知識及び雪害を予防する体制の普及・啓発並

びに地域で連携して支援する体制の整備が必要であると共に、集中的な大雪が予測さ

れる場合は、県民一人一人が非常時であることを理解して、降雪状況に応じて不要・

不急の道路利用を控える等，主体的に道路の利用抑制に取り組むことが重要である。 

 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（危機管理部・健康福祉部・警察本部） 

(ウ) 地域の実情に応じ、各種研修等を通じて、大雪時も含め冬期に運転する際の必

要な準備について、車両の運転者への周知に努めるものとする。 

 

 

 

 

６ ガス施設の安全確保 

(2) 実施計画 

【県が実施する計画】 

(ウ) 雪害発生時に液化石油ガス一般消費先に対する緊急点検活動を実施するための緊

急主導体制の構築を図るよう、(一社)長野県ＬＰガス協会に要請する。各支部内で

対応できる災害の場合のほか、他支部等からの応援を得て実施する大規模災害の場

合についても整備を要請する。 

特に、病院、避難所となる学校・公民館等及び大規模な容器置場を有する施設等

については、最優先で実施するよう要請する。 

排気筒折損、供給管破損等のほか、積雪に囲まれた空間へのガスの滞留と室内へ

の流入等に特に注意するよう要請する。(産業労働部) 

 

14 雪害に関する知識の普及・啓発 

(1) 基本方針 

雪害は、降雪・積雪の状況、気温等からある程度その発生を予測することができる

ため、個々の住民の適切な活動及び住民相互の支え合い活動により、被害を未然に防

いだり、軽減したりすることも可能である。 

このため、住民に対する雪害に関する知識及び雪害を予防する体制の普及・啓発並びに地

域で連携して支援する体制の整備が必要である。 

 

 

 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（危機管理部・健康福祉部） 

-(新設)- 

 



様式【雪害対策編】第１章第２節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第１章 災害予防計画 

 

第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧・復興への備え 

 

第３ 活動の内容 

１ 除雪等活動 

 (2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(イ) 道路管理者は、立ち往生車両を速やかに排除できるよう、リスク箇所にレッカ

ー車やトラクタシャベル等の機材を事前配備するよう努めるものとする。さらに、

スノーモービルや簡易な除雪車の配備、融雪剤の用意等、大規模な滞留に対応す

るための資機材を地域の状況に応じて準備するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

  第１章 災害予防計画 

 

第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧・復興への備え 

 

第３ 活動の内容 

１ 除雪等活動 

 (2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

-(新設)- 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【雪害対策編】第１章第３節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第１章 災害予防計画 

 

第３節 観測・予測体制の充実 

第３ 計画の内容 

１ 観測・予測体制の充実強化 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】 

(オ) 道路管理者は、降雪予測等から通行規制範囲を広域的に想定して、できるだけ早

く通行規制予告発表するものとする。その際、当該情報が入手しやすいよう多様な

広報媒体を活用し、日時、迂回経路等を示すものとする。また、降雪予測の変化に

応じて予告内容の見直しを行うものとする。 

 

 

 

  第１章 災害予防計画 

 

第３節 観測・予測体制の充実 

第３ 計画の内容 

１ 観測・予測体制の充実強化 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】 

-(新設)- 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
国の防災基本計画 
に合わせて修正 
 
 
 
 

 



様式【雪害対策編】第２章第１節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第２章 災害応急対策計画 

 

第１節 災害直前活動 

 

第３ 活動内容 

２ 住民の避難誘導等 

(1)  基本方針 

イ 道路管理者は、過去の車両の立ち往生や各地域の降雪の特性等を踏まえ、立ち往生

等の発生が懸念されるリスク箇所を予め把握し、予防的な通行規制区間を設定するも

のとする。 

 

(2)実施計画 

イ【市町村が実施する対策】 

 

 

（ウ）市町村は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に応じ、住民

等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第２章 災害応急対策計画 

 

第１節 災害直前活動 

 

第３ 活動内容 

２ 住民の避難誘導等 

(1)  基本方針 

―(新設)― 

 

 

 

(2)実施計画 

イ【市町村が実施する対策】 

 

 

―(新設)― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
防災基本計画にあわせ

た修正 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式【雪害対策編】第２章第３節 

 
 
 新   旧  修正理由・備考 
 第２章 災害応急対策計画 

 

第３節 避難受入活動にあたっての雪崩災害等に対する配慮 

第３ 活動の内容 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する対策】 

(イ) 指定避難所の開設にあたっては、雪崩等の危険箇所に配慮して、できる限り

安全性の高い場所に設置するものとする。 

 

 

 

  第２章 災害応急対策計画 

 

第３節 避難受入活動にあたっての雪崩災害等に対する配慮 

第３ 活動の内容 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する対策】 

(イ) 避難所の開設にあたっては、雪崩等の危険箇所に配慮して、できる限り安全

性の高い場所に設置するものとする。 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
国の防災基本計画 
に合わせて修正 
 
 
 
 
 
 

 



様式【航空災害対策編】第１章第１節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第１章 災害予防計画 

 

第１節 情報の収集・連絡体制の整備 

 

第３ 計画の内容 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

(1) 基本方針 

県・市町村及び航空運送事業者等は、情報の収集・連絡体制の整備を行い、夜間、

休日の場合等においても対応できる体制の整備を図る。また、報道機関や住民等から

の情報の収集体制の整備を行う。 

  

(2) 実施計画 

ア【関係機関が実施する計画】 

(ア) 松本空港の離着陸機及び長野県内の航空機の運航状況について、東京航空局と

の連携により可能な限り把握に努めるとともに、県、航空運送事業者への連絡体

制の整備を図るものとする｡（国土交通省東京航空局松本空港出張所（以下「ＣＡ

Ｂ」(Civil Aviation Bureau) という。）） 

(イ) 航空機の安全運航に関係する松本空港の気象状況について的確な実況監視を行

い関係機関へ伝達する体制を整備するものとする。（東京航空地方気象台松本航空

気象観測所） 

 

  第１章 災害予防計画 

 

第１節 情報の収集・連絡体制の整備 

 

第３ 計画の内容 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

(1) 基本方針 

県・市町村及び航空運送事業者等は、情報の収集・連絡体制の整備を行い、夜間、

休日の場合等においても対応できる体制の整備を図る。また、報道機関や住民等から

の情報の収集体制の整備を行う。 

  

(2) 実施計画 

ア【関係機関が実施する計画】 

(ア) 松本空港の離着陸機及び長野県内の航空機の運航状況について、東京航空局と

の連携により可能な限り把握に努めるとともに、県、航空運送事業者への連絡体

制の整備を図るものとする｡（国土交通省東京航空局松本空港出張所（以下「ＣＡ

Ｂ」(Civil Aviation Bureau) という。）） 

(イ) 航空機の安全運航に関係する松本空港の気象状況について的確な実況監視を行

い関係機関へ伝達する体制を整備するものとする。（東京航空地方気象台松本航空

気象台） 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



様式【鉄道災害対策】第１章第２節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 
 
 

第１章 災害予防計画 

第２節 鉄道施設・設備の整備・充実等 

第３ 計画の内容 

４ 被害の拡大を防止するための事前の措置 

 (2) 実施計画 

 ウ【北陸信越運輸局が実施する計画】 

（ア）鉄道事業者に対し、事故災害の発生に際して、迅速かつ適切な措置を講ずる

ことができるよう、また、自然災害又は列車の脱線その他の鉄道事故による線

路又は建築限界の支障によって被害がさらに拡大することを防止するため、異

常時における列車防護その他の手段による関係列車の停止手配の確実な実施

及び防護無線その他の列車防護用具の整備に努めるとともに、建築限界の確保

や保安設備の点検等の運行管理体制の充実に努めるよう指導する。 

（イ）鉄道事業者に対し、土砂災害等からの鉄軌道の保全を図るため、トンネル、

雪覆、落石覆その他の災害等防止設備等の点検及び除雪体制の整備等、積雪等

に対する防災体制の確認を行うよう努めるとともに、災害により本線を走行す

る列車の運転に支障が生ずるおそれのあるときには、当該線路の監視等に努め

るよう指導する。 

 

 

 

 

  第１章 災害予防計画 

第２節 鉄道施設・設備の整備・充実等 

第３ 計画の内容 

４ 被害の拡大を防止するための事前の措置 

 (2) 実施計画 

 

-(新設)- 

 

 

 

 

 

-(新設)- 

 

  
 
 
 
 
 
国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



様式【鉄道災害対策】第１章第３節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 
 
 

第１章 災害予防計画 

 

第３節 鉄道車両の安全性の確保 

第３ 計画の内容 

２ 実施計画 

 (2) 【北陸信越運輸局が実施する計画】 

鉄道車両の検査については、IT 技術等の新技術を取り入れた検査機器の導

入を促進して検査精度の向上を図るとともに、新技術の導入に対応して研修担

当者の教育訓練内容の充実を図る。また、車両の故障データ及び検査データを

科学的に分析し、保守管理へ反映させることにより車両故障等の予防を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第１章 災害予防計画 

 

第３節 鉄道車両の安全性の確保 

第３ 計画の内容 

２ 実施計画 

-(新設)- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



様式【鉄道災害対策】第１章第４節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 
 
 

第１章 災害予防計画 

 

第４節 鉄道交通に携わる人材の育成 

第３ 計画の内容 

２ 実施計画 

 (4) 【北陸信越運輸局が実施する計画】 

鉄道事業者に対し、乗務員及び保安要員に対する教育訓練体制と教育内容に

ついて、教育成果の向上を図るとともに、科学的な適性検査の定期的な実施に

努めるよう指導する。 

 

 

  第１章 災害予防計画 

 

第４節 鉄道交通に携わる人材の育成 

第３ 計画の内容 

２ 実施計画 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



様式【鉄道災害対策】第１章第５節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 
 
 

第１章 災害予防計画 

 

第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

 

第３ 計画の内容 

２ 通信手段の確保等 

(2) 実施計画  

イ【北陸信越運輸局が実施する計画】 

(ア) 関係省庁、公共機関、地方公共団体とともに、また、鉄道事業者を指導して、そ

れぞれの機関及び機関相互間において情報の収集・連絡体制の整備を図る。その際、

夜間、休日の場合等においても対応できる体制の整備を図る。 

(イ) 鉄道事業者に対し、事故災害時の重要通信の確保のために指令電話、列車無線等

並びに外部機関との災害時の情報連絡手段を確保するための無線設備又は災害時

優先電話の整備に努めるよう指導するとともに、関係鉄道事業者に対し、衛星携帯

電話や鉄道専用電話等の導入等について、早期に対応するよう指導する。その際、

電気通信事業者の協力を得ることに努めるよう指導する。 

(ウ) 非常通信体制の整備、有・無線通信システムの一体的運用及び応急対策等災害時

の重要通信の確保に関する対策の推進を図る。この場合、非常通信協議会との連携

にも十分配慮する。 

(エ) 収集した情報を的確に分析整理するため、人材の育成を図るとともに、必要に応

じ専門家の意見を活用できるよう努める。 

 

  第１章 災害予防計画 

 

第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

 

第３ 計画の内容 

２ 通信手段の確保等 

(2) 実施計画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



様式【鉄道災害対策】第１章第６節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 
 
 

第１章 災害予防計画 

 

第６節 再発防止対策の実施 

 

第３ 計画の内容 

１ 事故原因の究明等 

(2) 実施計画  

エ【北陸信越運輸局が実施する計画】 

鉄道事業者とともに事故災害の発生後、その徹底的な原因究明を行うために必要と

なる事故災害発生直後の施設、車両その他の事項に関し、事故災害発生の直接又は間

接の要因となる事実について、警察機関、消防機関等の協力を得て運輸安全委員会が

行う調査の支援を行う。 

 

  第１章 災害予防計画 

 

第６節 再発防止対策の実施 

 

第３ 計画の内容 

１ 事故原因の究明等 

(2) 実施計画  

-(新設)- 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加 

 

 

 

 

 

 
 
 



様式【鉄道災害対策】第２章第１節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 

 

 

第２章 災害応急対策計画 

 

第１節 発生直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

 

第３ 活動の内容 

１ 鉄道事故情報等の連絡 

(2) 実施計画  

エ【北陸信越運輸局が実施する対策】 

鉄道事業者に対し、発災後速やかに、職員の非常参集、情報収集連絡体制の確立

及び対策本部設置等必要な体制をとるよう指導する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第２章 災害応急対策計画 

 

第１節 発生直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

 

第３ 活動の内容 

１ 鉄道事故情報等の連絡 

(2) 実施計画  

-(新設)- 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【鉄道災害対策】第２章第２節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 
 
 

第２章 災害応急対策計画 

 

第２節 活動体制及び応援体制 

 

第３ 活動の内容 

１ 鉄道事業者の活動体制 

 (2) 実施計画  

   キ【北陸信越運輸局が実施する対策】 

（ア）鉄道事業者に対し、発災後速やかに、災害の拡大の防止のため、関係列車

の非常停止の手配、あらゆる手段を用いた乗客の避難等の必要な措置を講ず

るよう指導する。 

（イ）鉄道事業者に対し、その管理する鉄道施設等の被害状況の早急な把握、被

災した鉄道施設等の迅速な応急復旧を行わせる。この場合、必要に応じて、

応急復旧に係わる事業者間の広域的な応援体制が的確に機能するよう指導す

る。 

（ウ）鉄道事業者に対し、事故災害等が発生した場合には、鉄道利用者に対して

復旧の見通し等について適切な情報提供に努めるよう指導する。 

 

 

 

 

  第２章 災害応急対策計画 

 

第２節 活動体制及び応援体制 

 

第３ 活動の内容 

１ 鉄道事業者の活動体制 

 (2) 実施計画  

‐(新設)- 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



様式【鉄道災害対策】第２章第３節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 
 
 

第２章 災害応急対策計画 

 

第３節 救助・救急・消火活動 

 

第３ 活動の内容 

２ 実施計画 

 (5) 【北陸信越運輸局が実施する対策】 

ア 鉄道事業者に対し、事故災害発生直後における負傷者の救助・救急活動を行

うよう努めるとともに、救助・救急活動を実施する各機関に可能な限り協力す

るよう指導する。 

イ 鉄道事業者に対し、事故災害発生直後における初期消火活動を行うよう努め

るとともに、消火活動を実施する各機関に可能な限り協力するよう指導する。 

 

 

 

 

 

  第２章 災害応急対策計画 

 

第３節 救助・救急・消火活動 

 

第３ 活動の内容 

２ 実施計画 

-(新設)- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



様式【鉄道災害対策】第２章第４節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 
 
 

第２章 災害応急対策計画 

 

第４節 緊急交通路及び代替交通手段の確保 

 

第３ 活動の内容 

２ 代替交通手段の確保 

(2) 実施計画 

  イ【北陸信越運輸局が実施する対策】 

鉄道事業者に対し、事故災害が発生した場合には、他の路線への振り替え輸

送、バス代行輸送等代替交通手段の確保に努めるよう指導し、被災していない

関係鉄軌道事業者においては、可能な限り、代替輸送について協力するよう指

導する。 

 

 

 

  第２章 災害応急対策計画 

 

第４節 緊急交通路及び代替交通手段の確保 

 

第３ 活動の内容 

２ 代替交通手段の確保 

(2) 実施計画 

-(新設)- 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加 
 
 
 
 

 



様式【鉄道災害対策】第２章第５節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 
 
 

第２章 災害応急対策計画 

 

第５節 関係者等への情報伝達活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 被災者家族等への情報伝達活動 

(2) 実施計画 

   イ【北陸信越運輸局が実施する対策】 

鉄道事業者、関係機関等と連携の下、鉄道交通における事故災害の発生に

よる乗客の被災者等に対する情報提供等の支援を行うための体制を整備し、必

要なマニュアル等の策定、乗客の被災者等への支援に携わる職員に対する教育

訓練の実施、関係機関等とのネットワークの形成等を図るものとする。 

 

    ２ 一般住民への情報伝達活動 

(2) 実施計画 

   ウ【北陸信越運輸局が実施する対策】 

鉄道事業者に対し、二次災害発生の危険性のある箇所の把握・監視、危険

が切迫した場合の関係者への通報、倒壊等のおそれのある施設等の除去等の

措置を講じるよう指導する。 

 報道機関等と協力して、施設等の被害状況、運行状況等に関する情報につ

いては、速やかに被災者を含めた一般国民に提供する。また、被災者等から、

これらの情報について問合せがあった場合には、乗客の被災者等に対する窓

口等を通じた適切な情報提供に努めるものとする。 

 鉄道事業者に対し、可能な限り、復旧予定時期の明確化に努めるよう指導

する。 

 

  第２章 災害応急対策計画 

 

第５節 関係者等への情報伝達活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 被災者家族等への情報伝達活動 

(2) 実施計画 

-(新設)- 

 

 

 

 

 

    ２ 一般住民への情報伝達活動 

(2) 実施計画 

-(新設)- 

 

  
 
 
 
 
国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加（以

下同じ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



【危険物等災害対策編】第１章第１節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第１節 危険物等関係施設の安全性の確保 

 

第３ 計画の内容 

１ 危険物関係施設の安全性の確保 

(2) 実施計画 

  [高圧ガス関係] 

イ【関係機関が実施する計画】（高圧ガス協会、指定保安検査機関） 

  第１節 危険物等関係施設の安全性の確保 

 

第３ 計画の内容 

１ 危険物関係施設の安全性の確保 

(2) 実施計画 

  [高圧ガス関係] 

イ【関係機関が実施する計画】（高圧ガス保安協会、指定保安検査機関） 

  
 
 
 
 
正式名称による修正 

 



【危険物等災害対策編】第１章第２節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

 

第３ 計画の内容 

１ 危険物関係施設における災害応急体制の整備 

(2) 実施計画 

  [高圧ガス関係] 

ア【県が実施する計画】 

（ア） 産業労働部が実施する計画 

 ｄ 災害発生状況を把握するため、地域振興局等への空気呼吸器の配備などの 

現地確認体制の整備を図る。 

  第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

 

第３ 計画の内容 

１ 危険物関係施設における災害応急体制の整備 

(2) 実施計画 

  [高圧ガス関係] 

ア【県が実施する計画】 

（イ） 産業労働部が実施する計画 

 ｄ 災害発生状況を把握するため、地方事務所等への空気呼吸器の配備などの 

現地確認体制の整備を図る。 

  
 
 
 
 
 
 
組織改正による修正 

 


